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　我が国においては、近年、毎年のように豪雨やそれに伴う土砂災害、地震等、多くの自然災

害が発生しています。2024 年１月１日には、「石川県能登地方」を震源とする地震が発生し、

輪島市、及び志賀町で震度 7 を観測。最大 5.8 メートルの津波も観測されています。この地震

では石川県に、死者 592 名、行方不明者 2 名、負傷者約 1,400 名（2024 年 3 月末時点）と大き

な被害をもたらしています。また、2024 年 8 月 8 日には、日向灘を震源とする最大震度 6 の

地震が発生。同日には、南海トラフ地震発生の可能性がこれまで以上に高まったとの事で、「南

海トラフ臨時情報」が制度開始後初めて発令されました。幸いにも南海トラフ地震の発生には

至りませんでしたが、「南海トラフ地震が今後 30 年以内に発生する確率は 60 ～ 90% 程度」と

も言われており、いつ発生してもおかしくない状況となっています。南海トラフ地震発生時、

徳島県での想定被害は最大で、死者 4 万 1 千人、建物倒壊は 13 万 6 千棟と予測されています（下

表ご参照）。

　また、昨今では、線状降水帯による集中豪雨、大型台風の上陸に伴う、風水災被害の甚大化

など、多くの自然災害が発生しています。

　いつ発生するかわからない災害に備え、企業は、従業員の安全を確保するとともに、仮に被

害を受けても、事業を（なるべく）中断しないこと、中断してもできるだけ短い期間で再開す

ることが求められており、企業における事業継続計画（BCP）の策定は非常に重要とされてい

ます。

　このため、当委員会は、2021 年に引き続き、2024 年に県内企業における事業継続計画策定

状況などのアンケートを行い、その実態や課題などについて取り纏めましたので、その後の他

調査結果も含め、ご報告いたします。

　【徳島県内の最大クラス地震における被害状況予測（県内の人的・物的損害状況）】

被害状況

死者数 約 41,000 名
（津波が 85％、倒壊 10％）

負傷者数 約 52,000 名
（建物倒壊 94％）

全壊・焼失棟数 約 136,000 棟
（揺れ 65％、火災 17％）

避難者
（避難所外含む）

約 457,000 名
（ 1 週間後）

孤立集落 約 232 集落

出典：内閣府政策統括官（防災担当）　令和 7 年 3 月「南海トラフ巨大地震・最大クラス地震における
被害想定について（定量的な被害量）」より　※被害が最大になるケース

1 ．はじめに1．はじめに
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⑴　事業継続計画（BCP）の策定状況（令和 7年 5月時点）
　　㈱帝国データバンクが発表した「四国地区・事業継続計画（BCP）に対する意識調査（令

和 7 年 5 月実施分）」によれば、自社における事業継続計画（以下、BCP）の策定状況を尋

ねたところ、「策定している」企業の割合（以下、BCP 策定率）は 22.5％となり、2 年連続

で 2 割台となりました。また BCP 策定率を規模別にみると、「大企業」が 42.9％と全体（22.5％）

を大きく上回る一方、「中小企業」は 19.4％と全体（同）を 3 ポイント以上下回っており、

規模間での策定格差が大きくなっています。BCP の重要性が認識されつつも、リソースや

専門知識の不足などから「中小企業」は対応しきれていない状況がうかがえます。また、「現

在、策定中」（7.8％、前年比▲ 1.2％）と、「策定を検討している」（25.5％、同 +1.5％）を合

計した『策定意向あり』とする企業は 55.8％（同▲ 0.9％）となっています。

　　他方、「策定していない」企業は 35.9％（同▲ 0.1％）と 2 年連続で低下したものの、策定

していない企業が依然として 3 割強を占めています。

　　『策定意向あり』を四国の県別でみると、

　　第 1 位：高知県 68.5％（全国第 1 位）

　　第 2 位：香川県 56.4％（全国第 5 位）

　　第 3 位：愛媛県 53.1％（全国第 11 位）

　　第 4 位：徳島県 50.0％（全国第 20 位）

　となっており、4 県すべてで 5 割以上となっています。企業からは、「何が起こるか分から

ない時代なので、BCP の策定は必須と考える」（運輸・倉庫、香川県）や、「東南海地震を

想定して、準備を少しずつ進めている」（建設、徳島県）、「南海トラフ地震に備え策定して

おく必要性を強く感じている」（農・林・水産、愛媛県）といった声が聞かれています。

　　尚、昨年の同調査では、徳島県の「策定意向あり」は 44.9％であり、急速に企業の対策意

識が高まってきています。

2 ．2 ．四国 4県の事業継続計画（BCP）の現状認識と課題四国 4県の事業継続計画（BCP）の現状認識と課題
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【BCP「策定の意向あり」～都道府県別～】

　　BCP を「策定していない」と回答した四国の企業に理由を尋ねたところ、

　・策定に必要なスキル・ノウハウがない：39.6％（複数回答、以下同）

　・策定する人材を確保できない：35.8％

　・書類作りで終わってしまい、実践的に使える計画にすることが難しい：29.9％

　・策定する時間を確保できない：23.9％

　となっており、BCP の策定には「スキル・人手・時間」の三要素が大きな障壁となってい

る様子がうかがえます。企業からは「日々の業務にプラスして、策定の為の時間や労力・コ

スト・従業員の意識改革を考えると、実行したくてもできない実情がある」（農・林・水産、

香川県）や「計画によるコスト増への懸念、時間的余裕のなさもあり、投資対効果が明確に

ならない」（小売、徳島県）といった声が寄せられています。

【BCPを策定しない理由（複数回答）】
全体 大企業 中小企業

・策定に必要なスキル・ノウハウがない 39.6％ 42.9％ 39.4％

・策定する人材を確保できない 35.8％ 57.1％ 34.6％

・書類作りで終わってしまい、実践的に使える計画にすることが難しい 29.9％ 14.3％ 30.7％

・策定する時間を確保できない 23.9％ 14.3％ 24.4％

・自社のみ策定しても効果が期待できない 19.4％ 0.0％ 20.5％

・策定する必要性を感じない 15.7％ 28.6％ 15.0％

・策定する費用を確保できない 13.4％ 0.0％ 14.2％

・リスクの具体的な想定が難しい 12.7％ 0.0％ 13.4％

・ガイドライン等に自組織の業種に即した例示がない 6.0％ 0.0％ 6.3％

・親会社（グループ会社）の BCP に従っている 6.0％ 14.3％ 5.5％

・策定しなくてもその場で対処できる 6.0％ 0.0％ 6.3％

・策定に際して公的機関の相談窓口が分からない 3.0％ 0.0％ 3.1％

・策定に際してコンサルティング企業等の相談窓口が分からない 1.5％ 0.0％ 1.6％

・その他 2.2％ 0.0％ 2.4％

注 1：太字は、「大企業」と「中小企業」の比較で割合が高い規模を示す
注 2：母数は、事業継続計画（BCP）を「策定していない」企業 134 社
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⑵　想定されるリスクと備え
　　「BCP 策定意向あり」と回答があった企業に対して、どのようなリスクによって事業の継

続が困難になると想定しているか尋ねたところ、

　・地震や風水害、噴火などの自然災害： 73.6％（複数回答、以下同）

　・設備の故障：47.6％

　・電気・水道・ガスなどのインフラの寸断：43.3％

　・サイバー攻撃など含む情報セキュリティ上のリスク：37.0％

　・インフルエンザ、新型ウイルス、SARS などの感染症：31.7％

　が 3 割以上の回答となりました。また、事業が中断するリスクに備えて実施あるいは検討し

ている内容を尋ねたところ、

　・従業員の安否確認手段の整備：68.8％（複数回答、以下同）

　・情報システムのバックアップ：56.3％

　・緊急時の指揮・命令系統の構築：41.8％

　・災害保険への加入：38.9％

　となっており、企業として人的資源や企業資産の保護を重視している様子がうかがえます。

【事業の継続が困難になるリスクと備え】

事業の継続が困難になると想定しているリスク（複数回答） 事業中断リスクに備えた実施・検討内容（複数回答）

全体 大企業 中小企業 全体 大企業 中小企業

・自然災害（地震、風水害、噴火、干ばつなど） 73.6％ 82.1％ 71.6％ ・従業員の安否確認手段の整備 68.8％ 74.4％ 67.5％

・設備の故障 47.6％ 33.3％ 50.9％ ・情報システムのバックアップ 56.3％ 61.5％ 55.0％

・インフラ（電気・水道・ガスなど）の寸断 43.3％ 38.5％ 44.4％ ・緊急時の指揮・命令系統の構築 41.8％ 61.5％ 37.3％

・情報セキュリティ上のリスク（サイバー攻撃など含む） 37.0％ 48.7％ 34.3％ ・災害保険への加入 38.9％ 38.5％ 39.1％

・感染症（インフルエンザ、新型ウイルス、SARSなど） 31.7％ 41.0％ 29.6％ ・事業所の安全性確保（建物の耐震
補強、設備の転倒・落下対策など） 35.6％ 43.6％ 33.7％

・取引先の倒産・廃業 26.4％ 23.1％ 27.2％ ・調達先・仕入先の分散 35.1％ 28.2％ 36.7％

・火災・爆発事故 26.4％ 33.3％ 24.9％ ・物流手段の複数化 17.8％ 12.8％ 18.9％

・取引先の被災 25.0％ 23.1％ 25.4％ ・業務の復旧訓練 16.3％ 25.6％ 14.2％

・物流（サプライチェーン）の混乱 22.6％ 23.1％ 22.5％ ・代替生産先・仕入先・業務委託先・
販売場所の確保 15.4％ 10.3％ 16.6％

・異常気象（猛暑、極寒など） 22.6％ 25.6％ 21.9％ ・事業中断時の資金計画策定 14.4％ 20.5％ 13.0％

・自社業務管理システムの不具合・故障 21.2％ 17.9％ 21.9％ ・予備在庫の確保 13.9％ 10.3％ 14.8％

・従業員の退職 20.7％ 5.1％ 24.3％ ・代替要員の事前育成、確保（重要業
務の継続、応援者受け入れ体制など） 13.9％ 17.9％ 13.0％

・経営者の不測の事態（経営者自身が被災し出
社できないなど） 20.2％ 15.4％ 21.3％ ・多様な働き方の制度化（テレワーク、

時差出勤、サテライトオフィスなど） 13.9％ 17.9％ 13.0％

・製品の事故 16.3％ 7.7％ 18.3％ ・本社機能の移転・分散 10.6％ 7.7％ 11.2％

・戦争やテロ 12.5％ 2.6％ 14.8％ ・生産・物流拠点の分散 9.6％ 7.7％ 10.1％

・コンプライアンス違反の発生（営業秘密の
漏洩など含む） 11.5％ 12.8％ 11.2％ ・バックオフィス（支店）機能の移転・分散 7.7％ 12.8％ 6.5％

・その他 1.4％ 0.0％ 1.8％ ・その他 1.4％ 0.0％ 1.8％

注 1 ：太字は、「大企業」と「中小企業」の比較で割合が高い規模を示す
注 2 ：母数は、事業継続計画（BCP）を「策定している」「現在、策定中」「策

定を検討ている」のいずれかを選択した企業 208 社

注 1 ：太字は、「大企業」と「中小企業」の比較で割合が高い規
模を示す

注 2 ：母数は、事業継続計画（BCP）を「策定している」「現在、
策定中」「策定を検討している」のいずれかを選択した企
業 208 社
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⑶　四国地区 BCP策定状況のまとめ
　　四国地区の企業の BCP 策定状況は、多くの企業が前向きの姿勢であることがうかがえま

す。特に、四国地区は南海トラフなどの大規模な自然災害の発生が想定される地域であるた

め、意識の高い傾向が表れています。しかし BCP は依然として 3 割強の企業が未策定であり、

さらなる普及が課題となっています。企業の規模別でみると、大企業での策定が進む一方で、

中小企業の策定割合は低く、規模間の策定格差が大きい点も課題となります。

　　事業継続は企業価値の維持に不可欠であり、緊急事態への準備は常に求められます。コロ

ナ禍を乗り越えても次なる脅威がいつ訪れるのか予測できない中、BCP の策定を自社事と

捉え、従業員の意識を高めて行政や同業他社と連携し、起こりうる障壁に対して備えること

の重要性が増していると考えます。

　　一方、徳島県においては、策定率が 50％と全国平均並みには普及しているものの、四国

内では他県に大きく後れを取っており、南海トラフ発生の際、本県と同等レベルの災害が予

想される高知県との差は歴然であり、今後の大きな課題と考えます。

　事業継続力強化計画（ジギョケイ）は、2019 年 7 月に施行された中小企業強靭化法において、

中小企業が自社の災害リスクを認識し、防災・減災対策の第一歩として取り組むために、現在

及び将来的に行う災害対策などをとりまとめるもので、企業の申請に基づき、経済産業大臣が

認定する制度です。認定を受けた企業は、防災・減災設備に対する税制措置、低利融資、補助

金の加点措置等を受けることができます。2020 年 10 月からは、感染症やサイバー攻撃への取

り組みも対象に加えられています。

　徳島県の認定状況は、2025 年 9 月末時点で、四国他県を大きく上回る 1,477 件となっており、

四国内では最も多く認定を受けています。

　これは、中小企業庁の認知度向上施策に加え、徳島県が「事業継続力強化支援計画」として、

県内の商工団体と自治体が中小企業のジギョケイ策定を支援するための計画を作り、県の認定

を受ける制度を創設したため、県内すべての商工団体・自治体の計画が認定されたことも大き

いと考えられます。

3 ．四国 4県の事業継続力強化計画（ジギョケイ）3．四国 4県の事業継続力強化計画（ジギョケイ）
　認定状況（2024 年 9月時点）　認定状況（2024 年 9月時点）
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〇四国４県のジギョケイ認定状況（2025 年 9 月末）

徳島県 高知県 愛媛県 香川県 四国計
件数 1,477 件 672 件 988 件 1,030 件 4,167 件

シェア 35.4% 16.1% 23.7% 24.7% 100%

（出所）中小企業庁ＨＰ「地域別認定件数一覧」
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４．【2024年調査】
事業継続計画（BCP）等に
関するアンケート調査結果
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⑴　調査概要
　・調査名称：事業継続計画（BCP）等に関するアンケート調査

　・調査方法：メール調査票を送付し、回答を依頼

　・調査期間：2024 年 11 月下旬から約 1 ヵ月の期限を設定

　・調査対象先：徳島経済同友会会員所属企業

　・有効回答数：

⑵　調査結果概要
　①　回答者企業の属性

　　・回答者の属する企業のうち、資本金 50 百万円以上が 59.8％、従業員数 50 人以上が

68.9％であった。

　　・業種では、製造業が 24.0％と最も多く、卸売業・サービス業が 21.3％で続いている。

　②　事業継続計画（BCP）について

　　・事業継続計画（BCP）を「策定している」企業の割合は 65.3％、「現在、策定中」の企

業の割合は 16.0％であった。

　　・事業継続計画（BCP）を「策定していない」企業の割合は 18.7％となっており、その理

由としては、「必要なスキル・ノウハウがない」が 66.7％と最も多く、「時間が確保でき

ない」「人材がいない」が 46.7％で続いている。

　③　事業継続力強化計画（ジギョケイ）について

　　・事業継続力強化計画を「内容まで知っている」、「聞いたことはある」企業の割合は

80.0％、「策定している」、「現在策定中」の企業の割合は 37.9％であった。

　　・事業継続力強化計画を「策定している」、「現在、策定中」の企業の策定理由としては、「自

社の防災意識向上のため」が 90.3％と最も多い。一方、「策定していない」企業の理由

としては、「必要なスキル・ノウハウがない」が 38.6％と最も多かった。

　　・事業継続力強化計画の策定によって最も期待することは､ ｢自社の自然災害等のリスク

に対する意識や対応力の向上」（回答割合 70.3％）であった。

　　・事業継続力強化計画に関して、経済団体や自治体などに最も要望したいことは､｢講習会・

研修会の実施」（回答割合 41.9％）であった。

　④　BCP の見直しについて

　　・BCP の見直しについては、「見直ししている」企業の割合は 55.1％であり、その多くは、

作成後 1 ～ 2 年毎に見直しをしている。

　　・従業員への理解・浸透状況については、「全社的に充分理解している」企業の割合は

26.9％にとどまっている。

　　・従業員への理解・浸透度を高めるための取組みとして、多くの企業が「机上訓練」や

発送数 有効回答数 有効回答率
376 73 19.4％

1 ．要約1．要約
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「避難訓練」を実施しているほか、従業員がすぐに閲覧できるよう、「社内に BCP を掲示」

している。

　⑤　備蓄品・避難所等について

　　・社内の備蓄品について、「全従業員分 3 日以上」または「全従業員 2 日分、もしくは従

業員の半数程度の備え」を準備している企業の割合は 67.6％であった。

　　・自宅や会社の最寄りの緊急避難場所、避難所、福祉避難所について、「全て」または「一

部」知っている企業の割合は、97.3％であった。

　　・避難所の運営に関し不安視していることとして､ 特に ｢トイレに関すること」（回答割

合 85.3％）が多かった。

　⑥　災害時の他組織との連携

　　・災害時の他組織との連携について、「ある」または「ない（連携の必要性は感じている）」

企業の割合は 91.9％であった。

　　・「相互協力協定を締結している（締結したいと考えている）」企業の割合は 49.1％と、関

心の高さがうかがえる。

　⑦　2024 年 8 月の南海トラフ地震臨時情報発令後の対応について

　　・南海トラフ地震臨時情報発令直後、何らかの対応を行った企業の割合は 80.0％であった。

　　・南海トラフ地震臨時情報発令以降、多くの企業が制度の見直しや訓練を実施している。

　⑧　その他意見等

　　・BCP の研修をしてほしい。
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事業継続計画（BCP）等に関するアンケートの調査結果について

１．貴社についてお聞きします。

問 1　貴社の資本金

問 2　貴社の従業員数

問 3　貴社の業種（該当するものに○）

業種 割合
製造業 24.0%
卸売業 21.3%
サービス業 21.3%
小売業 9.3%
金融業 8.0%
建設業 6.7%

運輸・倉庫業 2.7%
その他 6.7%
計 100.0%

回答者企業の資本金

1億円以上
42.9％

無回答
6.5％

1億円未満
5千万円以上
16.9％

5千万円未満
1千万円以上
32.5％

1千万円未満
1.3％

回答者企業の従業員数

1000人以上
7.8％  

1000人未満
500人以上
5.2％

500人未満
100人以上
35.1％

100人未満
50人以上
20.8％

50人未満
26.0％

無回答
5.2％
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分析所見

問 1 ～問 3 ：本アンケートに回答いただいた企業のうち、資本金 50 百万円以上が 59.8％、従

業員数 50 人以上が 68.9％と過半数を占めている。業種別では、製造業（全体の 24.0％）、

卸売業、サービス業（それぞれ全体の 21.3％）の比率が高いものの、その他の業種からも

幅広く回答を得ている。

２．事業継続計画（BCP。含む「事業継続力強化計画＊１」）についてお聞きします。
＊ 1　簡易的な BCPであり略称としてジギョケイとも呼ばれる。

問 4　貴社は、BCPを策定していますか？（該当するものに○）

問 5　上記問 4で「策定していない」と回答された方にお聞きします。策定していない理由

は何でしょうか？（該当するもの全てに○）

（その他の回答）

・親会社と共に作成していく予定

策定している
65.3％

策定していない
18.7％

現在、策定中
16.0％

策定に必要なスキル・ノウハウがない

策定する人材がいない

策定する時間が確保できない

必要性を感じていない

その他

0 2 4 6 8 10 12

1　　6.7％

1　　6.7％

7　　46.7％

7　　46.7％

10　 66.7％
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問 6　BCP策定に関して、経済団体や自治体（県市町村）などに要望したいことは何かござ

いますか？（該当するもの全てに○）

（その他の回答）

・流通団地など地域性で対応策が分かれるものへの情報

・南海トラフ地震の津波予想シミュレーション情報の提供など

・BCP 策定企業への事業活動への支援

分析所見

問 4 ：事業継続計画（BCP）について、「策定している」と回答した企業の割合は 65.3％、「現

在、策定中」と回答した企業の割合は 16.0％であり、両者を合わせると 8 割を超えてい

る。

　　　これは、2024 年 5 月に実施された㈱帝国データバンクの「事業継続計画（BCP）に対

する企業の意識調査」の結果（「BCP を策定している」、「現在、策定中」と回答した徳

島県内の企業の割合は 44.9％）と比べると、約 2 倍もの高い割合であることから、本ア

ンケートに回答いただいた企業が、BCP の策定に前向きに取り組んでいることがうか

がえる。

問 5 ：問 4 で「策定していない」と回答した 18.7％の企業は、その理由として、「必要なスキル・

ノウハウがない」（回答割合 66.7％）。「人材がいない」（同 46.7％）、「時間が確保できな

い」（同 46.7％）などをあげており、策定の必要性は感じている（「必要性を感じていな

い」と回答した企業の割合は 6.7％）ものの、スキルやノウハウの不足、人材と時間の

確保に苦慮している様子がうかがえる。

問 6 ：BCP 策定に関し、経済団体や自治体（県市町村）などに要望したいこととして､「講習会・

研修会の実施」、「費用の一部あるいは全額補助」と回答した企業が、それぞれ、全体の

32.9％と最も多く、次いで、「相談窓口の設置」と回答した企業が 24.7％となっており、

経済団体や自治体からノウハウの提供や経済的な支援を期待している企業が多いことが

うかがえる。

　　　このほか、地震・災害関連の各種情報提供を期待する声もあった。

経済団体や自治体によるBCP策定に関する講習会・研修会の実施

自治体によるBCP策定費用の一部あるいは全額補助

経済団体や自治体によるBCP策定の相談窓口の設置

特にない

その他

0 5 10 15 20 25 30

28　 38.4％

3　　4.1％

24　 32.9％

18　 24.7％

24　 32.9％
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３．事業継続力強化計画（略称ジギョケイ）についてお聞きします。

問 7　事業継続力強化計画を知っていますか？（該当するものに○）

問 8　貴社は、事業継続力強化計画を策定していますか？（該当するものに○）

問 9　上記問 8で「策定している」、「現在、策定中」と回答された方にお聞きします。

　　　策定の理由は何でしょうか？（該当するもの全てに○）

（その他の回答）

・保険会社からの提案

自社の防災意識向上のため

経済団体（商工会議所、商工会）等から勧められた

有利なインセンティブがある

策定が簡単で、とっつきやすい

その他

0 5 10 15 20 25 30

4　　12.9％

1　　3.2％

5　　16.1％

5　　16.1％

28　 90.3％

2.3

内容まで知っている
45.3％

聞いたことはある
34.7％

知らない
20.0％

策定している
25.7％

現在、策定中
12.2％

策定していない
62.2％
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問10　上記問 8で「策定していない」と回答された方にお聞きします。策定していない理由

は何でしょうか？（該当するもの全てに○）

（その他の回答内、「主なコメント」）

・BCP を策定中のため

・詳細な BCP を策定済

・BCP 関連規程の中で、業務継続、早期復旧体制の構築について記載している

・事業継続力強化計画の策定はしていないが、別途「災害対策管理規程（BCP）」を策定して

いる

・既に実行している

問11　事業継続力強化計画の策定や認定によって、どのようなことを期待されますか？

　　　（該当するもの全てに○）

事業継続力強化計画そのものを知らない

策定に必要なスキル・ノウハウがない

策定する人材がいない

策定する時間が確保できない

必要性を感じていない

その他

0 2 4 6 8 1210 14 16 18

9　　20.5％

9　　20.5％

10　 22.7％

17　 38.6％

9　　20.5％

13　 29.5％

2.3

自社の自然災害等のリスクに対する意識や対応力の向上

自社に対する取引先からの信頼度向上や取引先拡大

設備投資資金の低利融資

補助金の優先採択や防災・減災設備に対する税制優遇

その他

0 10 20 30 40 50 60

24　 32.4％

1　　1.4％

34　 45.9％

12　 16.2％

52　 70.3％

特にない 12　 16.2％

1.15
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問12　事業継続力強化計画策定に関して、経済団体や自治体（県市町村）などに要望したい

ことは何かございますか？（該当するもの全てに○）

（その他の回答）

・事業活動への支援

分析所見

問 7 ：事業継続力強化計画について、「内容まで知っている」、「聞いたことはある」と回答し

た企業の割合は 80.0％に達しており、同計画が広く認知されていることがうかがえる。

問 8 ：事業継続力強化計画を「策定している」、「現在、策定中」と回答した企業の割合は

37.9％となっており、事業継続計画（BCP）について、同じ回答をした企業の割合（81.3％）

の半数未満にとどまっている。

問 9 ：事業継続力強化計画を「策定している」、「現在、策定中」と回答した企業の約 9 割は、

その理由として、「自社の防災意識の向上のため」をあげており、防災意識の高さがう

かがえる。

問10：事業継続力強化計画を「策定していない」と回答した企業は、その理由として、「策定

に必要なスキル・ノウハウがない」（回答割合 38.6％）を最も多くあげており、事業継

続計画（BCP）同様、スキルやノウハウの不足に苦慮している様子がうかがえる。次い

で、「事業継続力強化計画そのものを知らない」（同 29.5％）を理由にあげた企業が多かっ

たが、一方で、「自社 BCP において記載済み」「BCP 関連規程の中で、業務継続、早期

復旧体制の構築について記載している」といった回答も見られ、企業によって対応状況

が大きく異なっていることがうかがえる。

問11：事業継続力強化計画の策定や認定によって期待することとしては、「自社の自然災害等

のリスクに対する意識や対応力の向上」（回答割合 70.3％）や「自社に対する取引先か

らの信頼度向上や取引先拡大」（同 45.9％）をあげる企業が多く、問 9 同様、防災意識

の高さがうかがえる。

問12：事業継続力強化計画の策定に関し、経済団体や自治体（県市町村）などに要望したいこ

ととしては、同計画を策定していない企業が過半を占めていることもあり、「特にない」

経済団体や自治体による事業継続力強化計画に関する
講習会・研修会の実施

経済団体や自治体による事業継続力強化計画の相談窓口の設置

その他

0 10 15 20 25 30 355

1　　1.4％

17　 23.0％

31　 41.9％

特にない 33　 44.6％

1.971
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（回答割合 44.6％）と回答した企業が最も多かったが、それ以外の回答としては、事業

継続計画（BCP）同様、「講習会・研修会の実施」（同 41.9％）や「相談窓口の設置」（同

23.0％）をあげる企業が多かった。

問13　BCP（含む事業継続力強化計画）を策定している方に質問します。

BCPの策定以降、内容の見直しをしていますか？

問14　「見直しの頻度」と「見直しの内容」について教えてください。

（回答）

・年 1 回見直ししている：11 社

　　▶見直しの内容（※ 1 ）：「組織・責任者変更」「記載内容の見直し」「防災訓練内容等の見

直し」「保全計画」「データの最新情報に変更」「初期行動手順」等

・約 2 年程度で見直ししている： 3 社

　　▶見直しの内容：上記（※ 1 ）同様

・数年に一度： 3 社

　　▶見直しの内容：「新しい設備投資が加わった際」「最新の防災知見を踏まえ見直し」

・組織変更等、連絡体制変更の都度見直ししている： 4 社

・他県で発生した災害時、実態に合った内容になっているか確認している： 3 社

・四半期ごとに検討し、年間で内容変更を検討： 1 社

・不定期（親会社の更新に合わせて更新）： 2 社

見直しをしている
55.1％

見直しをしていない
44.9％
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問15　BCP（含む事業継続力強化計画）を策定している方に質問します。

策定したBCP内容の従業員様への理解・浸透状況について最も近いものはどれですか？

（その他の回答内、「主なコメント」）

・ある程度浸透しているが中途半端のように思う

・個人差がある

・全社的に説明したが、忘れているものがある

・一部が不理解

・約半数の者が理解している

・充分ではないが理解している

・充分とは言えないが全社的に理解している

問16　BCP（含む事業継続力強化計画）を策定している方に質問します。

策定した BCP内容の従業員様への理解・浸透のためにどのような取組みをしています

か？（該当するもの全てに○。従業員への浸透はしていなくても取組みをしていれば

お答え下さい）

全社的に充分に
理解している
26.9％

理解しているのは
一部の関係者のみ

44.2％

浸透は
していない
15.4％

その他
13.5％

定期的にBCPに基づく研修（机上訓練）をしている

定期的にBCPに基づく避難訓練（身体を動かす訓練）をしている

社内にBCPを掲示（システム内含む）しており開示している

定期的にBCPについてメール・書面を発信・配布している

概要を記載した携帯カード、ポケットメモを作成し全従業員に配布している

専門家を招いてBCPのセミナー開催やオリジナルの訓練を実施している

その他

0 5 10 15 20 25 30

6　 13.0％

2　　4.3％

11　 23.9％

22　 47.8％

9　 19.6％

18　 39.1％

27　 58.7％
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（その他の回答）

・概要を記載したカード等、作成当時はしていた

・避難訓練を実施していたが、今回は机上で実施予定

分析所見

問13：BCP（含、事業継続力強化計画）の見直しについては、「見直しをしている」と回答し

た企業が過半（回答割合 55.1％）を占めている。

問14：見直しの頻度としては、1 ～ 2 年毎など、定期的に行っている企業が多いが、「他地区

での自然災害例を参考に」、「感染症やサイバー対策など危ぶまれる事象発生時」などに

おいて、都度、見直すといった回答も見られた。

問15：従業員への理解・浸透状況については、「全社的に充分に理解している」と回答した企

業の割合は 26.9％にとどまる一方、「理解しているのは一部の関係者のみ」、「浸透はし

ていない」と回答した企業の割合が 59.6％に達している。

問16：従業員への理解・浸透のための取組みとしては、「避難訓練（身体を動かす訓練）」（回

答割合 58.7％）、「研修（机上訓練）」（同 39.1％）のほか、従業員がすぐに閲覧できるよ

う「社内に BCP を掲示している」（同 47.8％）といった回答が多かった。

　　　さらに、「BCP の概要を掲載した携帯カード、ポケットメモの作成・配布」（同

19.6％）、「専門家を招いたセミナーや訓練の実施」（同 13.0％）といった、踏み込んだ

対応を行っている企業も見られた。

４．備蓄品・避難所等についてお聞きします。

問17　社内に備蓄品は備えていますか？

（「備えがある」場合は、4．5の（管理について）もお答えください）

全従業員分、３日以上の備えがある

全従業員２日分、もしくは、従業員の半数程度の備えはある

備蓄品は無い。もしくは少ししかない

（管理について）備えはあり、賞味期限等、鮮度管理も行っている

（管理について）備えはあり、鮮度管理に不安（交換のルールは無い）

0 5 10 15 20 25 30

22　 29.7％

4　　5.4％

27　 36.5％

23　 31.1％

23　 31.1％
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問18　ご自宅または会社の最寄りの「緊急避難場所」、「避難所」、「福祉避難所」を知ってい

ますか？（該当するものに○）

問19　避難所等の運営に関して、不安なことは何ですか？（該当するもの全てに○）

（その他の回答）

・今、避難所としている所で本当に対応できるのか

・避難所及び災害地に駆け付ける人（NPO、一般人）による犯罪行為

分析所見

問17：社内の備蓄品について、「全従業員分 3 日以上」または「全従業員 2 日分、もしくは従

業員の半数程度」の備えがあると回答した企業の割合は 67.6％、「無い、もしくは少し

しかない」と回答した企業の割合は 31.1％であった。なお、「備えがある」と回答した

企業のうち、「賞味期限等、鮮度管理も行っている」と回答した企業は、半数未満（回

答割合 29.7％）にとどまっており、災害時の物品面での備えや管理には未だ課題がある

ことがうかがえる。

問18：自宅や会社の最寄りの緊急避難場所、避難所、福祉避難所について、「全て知っている」

「一部、知っている」と回答した企業の割合は 97.3％に達しており、避難場所については、

広く認知されていることがうかがえる。

食料、水、日用品等の備蓄

トイレに関すること

プライバシーに関すること

感染症対策に関すること

その他

0 10 20 30 40 50 7060

49　 65.3％

2　　2.7％

64　 85.3％

48　 64.0％

48　 64.0％

女性への配慮 49　 65.3％

0.985

全て知っている
37.8％

一部、知っている
59.5％

知らない
2.7％
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問19：避難所の運営に関して､ 回答の全ての項目について、不安を感じており、特に「トイレ

に関すること」（回答割合 85.3％）が最も多くの回答を得た。多くの被災地で問題となっ

ている避難所での衛生問題について、回答企業の多くが不安を感じていることが浮き彫

りになった。

５．貴社と他の組織（企業、各種団体、自治体（県市町村））との連携についてお聞きします。

問20　貴社と他の組織との災害時の連携などの取り組みがありますか？（該当するものに○）

問21　上記問 20で「ある」「ない（連携の必要性は感じている）」と回答された方にお聞きし

ます。どのような取組みをしていますか？またどのような事が必要と感じていますか？

　　　（該当するもの全てに○）
※「ない（連携の必要性は感じている）」と回答された方は、連携することで、どのような取組みを
したいと考えているのか、ご回答願います。

災害時の相互協力について協定を締結している

防災協力事業所などに登録している

他の組織と一緒に各種防災訓練に参加している

その他

無回答

0 5 10 15 20 25 30

11　 19.3％

3　　5.3％

18　 31.6％

15　 26.3％

28　 49.1％

ある
47.3％ない（連携の

必要性は感じている）
44.6％

ない（連携の必要性も
感じていない） 8.1％
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（その他の回答の「主なもの」）

・避難先の空港に訓練に協力してもらっている

・非常災害訓練（連携や建物および設備等における異常等の連携）

・会社、及びビルにおいて開催される避難訓練

・大きな取組みは実施していませんが、必要資材の確保ができるよう話をしています

・脱出シュートの実施訓練をしている

・災害復旧へ向けた当社支援体制を発表

・日本銀行、四国財務局等、緊密先との提携

・災害時燃料供給優先契約を締結

分析所見

問20：災害時の他組織との連携については「ある」「ない（連携の必要性は感じている）」と回

答した企業の割合は 91.9％となっている。

問21：災害時の他組織との連携については「ある」「ない（連携の必要性は感じている）」と回

答した企業のうち、約半数（回答割合 49.1％）は「災害時の相互協力について協定を締

結している（締結したいと考えている）」と回答しており、そのほか、「防災協力事業所

などに登録している（登録したいと考えている）」（同 31.6％）、「他の組織と一緒に各種

防災訓練に参加している（参加したいと考えている）」（同 26.3％）といった回答も多く、

他組織との連携に積極的な姿勢がうかがえる。
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６．今夏、南海トラフ地震臨時情報が発表されました。その対応についてお聞きします。

問22　南海トラフ臨時情報発令直後、企業としてどのような対応をされましたか？

　　　（該当するもの全てに○）

（その他の回答）

・在宅で勤務できる体制の整備

・施設内誘導避難路等の再確認

問23　南海トラフ臨時情報発令以降、企業として制度を見直したり、訓練を行う等の対応を

行いましたか？

（主な回答）

既存の制度等の再確認、従業員への周知徹底

　・避難経路の再確認

　・ハザードマップ、防災パンフレットの館内掲示

　・防災商品の見直しと備蓄増量

　・防災品の確認

　・制度の確認および注意喚起

既存の制度等の見直し

　・策定中の BCPにおいて検討をおこなっている

　・防災体制の一部見直し

　・企業として制度の見直し

　・策定している BCPの内容再確認と必要な見直しを実施した

　・規程を見直した

　・避難訓練の見直しを予定

　・「事業継続強化計画」の認定取得のための申請を行った

　・安否確認のシステムを導入し訓練開始した

災害対策室を設置、もしくは災害担当者を集め緊急会議実施

従業員に対し、BCPを確認

在宅勤務指示　もしくは　推奨

従業員に注意喚起

その他

0 10 20 30 40 50

47　 62.7％

2　　2.7％

16　 21.3％

5　　6.7％

8　　10.7％

特にしていない 15　 20.0％

1.38
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　・制度の見直しを検討中

研修

　・訓練等の実施

　・全社的には実施していない。しかし、コンサルを付け机上研修は実施している

　・定期の訓練を行った

　・発令以前から実施していた訓練を継続

　・訓練を予定している

　・年 1回の災害訓練と関係企業と震災に対する会議を行っております

　・ビルオーナー主催の避難訓練に参加

　・避難訓練を実施（徳島市東消防署と連携）

　・避難訓練実施や避難経路の確認を行った

　・南海トラフ臨時情報以前から訓練の計画を進めていっている

　・AEDの講習　避難訓練

その他

　・業界団体で対応

　・毎年想定して行っているので今回特別はしていない。

分析所見

問22：南海トラフ地震臨時情報発令直後、何らかの対応を行った企業の割合は 80.0％であり、

具体的には、「従業員に注意喚起」（回答割合 62.7％）、「BCP を確認」（同 21.3％）など

の対応を行っている。

問23：南海トラフ地震臨時情報発令以降、記載のとおり、多くの企業が制度の見直し（防災体

制の一部見直し、BCP の内容再確認と見直し、安否確認のシステム導入など）や、様々

な訓練を実施している。

７．その他ご意見等ございましたらご記入お願いいたします。

　・早急に BCPの研修をして欲しい
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5．2021年・2024年に行った事業継続計画
　（BCP）等に関するアンケート調査比較
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2021 年・2024 年に行った事業継続計画（BCP）等に
関するアンケート調査比較

調査年月 アンケート発送数 有効回答数 有効回答率
2021 年 10 月 341 57 16.7%
2024 年 12 月 376 73 19.4%

１．貴社についてお聞きします。

問 1　貴社の資本金

問 2　貴社の従業員数

2021年10月調査

1億円以上
22.8％

無回答　1.8％

1億円未満
5千万円以上
21.0％

5千万円未満
1千万円以上
52.6％

1千万円未満
1.8％

2024年12月調査

1億円以上
42.9％

無回答
6.5％

1億円未満
5千万円以上
16.9％

5千万円未満
1千万円以上
32.5％

1千万円未満
1.3％

2021年10月調査 2024年12月調査

1000人以上
7.8％  

1000人未満
500人以上
5.2％

500人未満
100人以上
35.1％

100人未満
50人以上
20.8％

50人未満
26.0％

無回答
5.2％

1000人以上
8.8％  

1000人未満
500人以上
3.5％

500人未満
100人以上
28.1％

100人未満
50人以上
21.0％

50人未満
38.6％

無回答　0.0％
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問 3　貴社の業種（該当するものに○）

業種
割合

21 年調査 24 年調査
製造業 28.1% 24.0%
卸売業 14.1% 21.3%
サービス業 22.8% 21.3%
小売業 5.2% 9.3%
金融業 8.8% 8.0%
建設業 12.3% 6.7%
運輸・倉庫業 5.2% 2.7%
その他 3.5% 6.7%

分析所見

　今回の調査では、資本金が「 1 億円以上」の回答割合が大幅増加（22.8% → 42.9%）する一方、

従業員数では「50 人未満」の割合が大きく減少し（38.6% → 26.0%）、回答数に違いはあるが、

比較的大規模な企業からの回答割合が高い結果となっている。

　業種別では、製造業・建設業の回答割合が減少し、卸売業・小売業が増加している。
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２．事業継続計画（BCP含む、事業継続力強化計画＊１）についてお聞きします。
　　＊１　簡易的な BCPであり略称としてジギョケイとも呼ばれる。

問 4　貴社は、BCPを策定していますか？（該当するものに○）

問 5　上記問 4で「策定していない」と回答された方にお聞きします。策定していない理由

は何でしょうか？（該当するもの全てに○）

策定に必要なスキル・ノウハウがない

策定する人材がいない

策定する時間が確保できない

必要性を感じていない

その他

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 60.0 70.050.0 80.0 （％）

6.7％

6.7％

46.7％

46.7％

52.6％
66.7％

26.3％

5.3％

26.3％

57.9％

2021年10月調査（19社） 2024年12月調査（15社）

2021年10月調査 2024年12月調査

策定している
65.3％

策定していない
18.7％

現在、策定中
16.0％

策定している
45.6％

策定していない
33.3％

現在、策定中
21.1％
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問 6　BCP策定に関して、経済団体や自治体（県市町村）などに要望したいことは何かござ

いますか？（該当するもの全てに○）

分析所見

　事業継続計画（BCP）については、「策定している」割合が大幅増加（45.6% → 65.3%）する

反面、「策定していない」は減少（33.3% → 18.7%）している。

　「策定している」と「現在、策定中」を合わせると約 80％の企業が対策を行うに至っている。

BCP の重要性が広く認識されるようになり、実際の策定が進んでいることは、地域の災害対

応力向上にとって好ましい傾向と言える。

　一方、未だ約 20％の企業で手を付けられておらず、その理由として、「策定に必要なスキル・

ノウハウがない」、「策定する人材がいない」をあげる企業の割合が増えており、人的リソース

や専門性不足がより明確になっている。これは、BCP 策定が単なる形式的なものではなく、

実効性を伴う内容を求めていることの裏返しでもあると考えられる。

　BCP 策定への各種要望については、「講習会・研修会の実施」、「費用補助」、「相談窓口の設置」

の割合がいずれも増えている。企業は BCP 策定に対して前向きな姿勢を持ちつつも、外部に

よる実務支援の充実を強く求めており、自治体や経済団体の役割が一層重要になっている。

経済団体や自治体によるBCP策定に関する講習会・研修会の実施

自治体によるBCP策定費用の一部あるいは全額補助

経済団体や自治体によるBCP策定の相談窓口の設置

特にない

無回答

その他

0 10 15 20 25 35 4030 45 （％）5

4.1％

0.0％

32.9％

32.9％

24.7％

38.4％

3.5％

5.3％

29.8％

31.6％

21.1％

36.8％

2021年10月調査（57社） 2024年12月調査（73社）
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３.　事業継続力強化計画（略称ジギョケイ）についてお聞きします。

問 7　事業継続力強化計画を知っていますか？（該当するものに○）

問 8　貴社は、事業継続力強化計画を策定していますか？（該当するものに○）

2021年10月調査 2024年12月調査

内容まで知っている
45.3％

聞いたことはある
34.7％

知らない
20.0％内容まで知っている

26.3％

聞いたことはある
35.1％

知らない
36.8％

無回答　1.8％ 無回答　0.0％

2021年10月調査 2024年12月調査
無回答　1.8％

策定している
25.7％

現在、策定中
12.2％

策定していない
62.2％

策定している
15.8％

現在、策定中
5.2％

策定していない
77.2％

無回答　0.0％
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問 9　上記問 8で「策定している」、「現在、策定中」と回答された方にお聞きします。

　　　策定の理由は何でしょうか？（該当するもの全てに○）

問10　上記問 8で「策定していない」と回答された方にお聞きします。策定していない理由

は何でしょうか？（該当するもの全てに○）

2021年10月調査（12社） 2024年12月調査（31社）

自社の防災意識向上のため

経済団体（商工会議所、商工会）等から勧められた

有利なインセンティブがある

策定が簡単で、とっつきやすい

その他

0 20 40 60 80 100 （％）

12.9％

3.2％

16.1％

16.1％

91.7％
90.3％

8.3％

0.0％

16.7％

25.0％

事業継続力強化計画そのものを知らない

策定に必要なスキル・ノウハウがない

策定する人材がいない

策定する時間が確保できない

必要性を感じていない

その他

無回答

2021年10月調査（44社） 2024年12月調査（44社）

43.2％
29.5％

27.3％
38.6％

11.4％
22.7％

22.7％
20.5％

15.9％
20.5％

11.4％
20.5％

2.3％
0.0％

0 10 20 30 40 50（％）
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問11　事業継続力強化計画の策定や認定によって、どのようなことを期待されますか？

（該当するもの全てに○）

問12　事業継続力強化計画策定に関して、経済団体や自治体（県市町村）などに要望したい

ことは何かございますか？（該当するもの全てに○）

0 10 20 30 40 60 7050 80 （％）

自社の自然災害等のリスクに対する意識や対応力の向上

自社に対する取引先からの信頼度向上や取引先拡大

設備投資資金の低利融資

補助金の優先採択や防災・減災設備に対する税制優遇

その他

無回答

特にない

2021年10月調査（57社） 2024年12月調査（73社）

1.15

63.2％
70.3％

42.1％
45.9％

17.5％
16.2％

35.1％
32.4％

15.8％
16.2％

3.5％
1.4％

1.8％
0.0％

0 10 20 30 40 50（％）

経済団体や自治体による事業継続力強化計画に関する
講習会・研修会の実施

経済団体や自治体による事業継続力強化計画の相談窓口の設置

無回答

その他

特にない

2021年10月調査（57社） 2024年12月調査（73社）

42.1％
41.9％

31.6％
23.0％

36.8％
44.6％

3.5％
1.4％

1.8％
0.0％
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分析所見

　事業継続力強化計画（ジギョケイ）については、「内容まで知っている」割合が大幅増加し

（26.3% → 45.3%）、「聞いたことはある」を含めると、80％に至っている。また、策定状況につ

いても、「策定している」、「現在、策定中」が増加し（21.0% → 37.9%）、ジギョケイの認知度

は向上しているものの、策定していない企業の割合は依然 60％を超えている。

　ジギョケイを策定していない理由としては、「策定に必要なスキル・ノウハウがない」、「策

定する人材がいない」の割合が増えており、BCP 全体の結果と同傾向を示している。

　また、策定や認定により期待するものとしては、「自社の自然災害等のリスクに対する意識

や対応力の向上」に加え、「自社に対する取引先からの信頼度向上や取引先拡大」の割合が増

加しており、ジギョケイ策定が取引へ好影響を与えるものとの認識が高まっている。

　要望事項については、「講習会・研修会の実施」が依然高い傾向を示しているものの、中小

企業庁などによる加入促進活動もあって「相談窓口の設置」は減少している。

　　※問 13 ～問 17 番は、2021 年もしくは、2024 年度のみの質問の為、比較はございません。
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４．備蓄品・避難所等についてお聞きします。

問18　ご自宅または会社の最寄りの「緊急避難場所」、「避難所」、「福祉避難所」を知ってい

ますか？（該当するものに○）

問19　避難所等の運営に関して、不安なことは何ですか？（該当するもの全てに○）

2021年10月調査 2024年12月調査

全て知っている
37.8％

一部、知っている
59.5％

知らない
2.7％

全て知っている
24.6％

一部、知っている
71.9％

知らない
3.5％

食料、水、日用品等の備蓄

トイレに関すること

プライバシーに関すること

感染症対策に関すること

無回答

その他

0 10 20 30 40 50 9060 70 80

女性への配慮

2021年10月調査（57社） 2024年12月調査（73社）
（％）

73.7％
64.0％

70.2％
85.3％

54.4％
64.0％

68.4％
65.3％

43.9％
65.3％

5.3％
2.7％

1.8％
0.0％
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分析所見

　避難所については、前回、既に「全て知っている」と「一部、知っている」を合わせた割合

が 95％を超えていたが、今回は「全て知っている」が増加し（24.6％→ 37.8％）、認知度や防

災意識が高まっていることがうかがえる。

　一方で、避難所等の運営に関する不安では、「トイレに関すること」、「女性への配慮」、「プ

ライバシーに関すること」の割合がいずれも大幅に増えているほか、「感染症に関すること」

も高止まりしている。

　自治体には、引き続き、衛生面や個々の権利意識への配慮を含め、避難所における環境整備

や運営体制の強化を図ることが求められる。

５．貴社と他の組織（企業、各種団体、自治体（県市町村））との連携についてお聞きします。

問20　貴社と他の組織との災害時の連携などの取り組みがありますか？（該当するものに○）

2021年10月調査 2024年12月調査

ある
47.3％ない（連携の

必要性は感じている）
44.6％

ある
45.6％ない（連携の

必要性は感じている）
52.6％

ない（連携の必要性
も感じていない）

1.8％

ない（連携の必要性も
感じていない） 8.1％
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問21　上記問 20で「ある」「ない（連携の必要性は感じている）」と回答された方にお聞きし

ます。どのような取組みをしていますか？またどのような事が必要と感じていますか？

　　　（該当するもの全てに○）

　　　※「ない（連携の必要性は感じている）」と回答された方は、連携することで、どのような取組みを

したいと考えているのか、ご回答願います。

分析所見

　他組織との連携の有無については、前回に比べ有意な差はない。

　一方で、具体的な取り組み内容では、「防災協力事業所などに登録している」の割合が増加

したものの、個々の協定や共同の防災訓練参加の割合は減少している。これは、比較的大規模

な企業の回答割合が増加したことに伴い、自社完結型の災害対応を行おうとする企業が多いた

めではないかと推測される。

災害時の相互協力について協定を締結している

防災協力事業所などに登録している

他の組織と一緒に各種防災訓練に参加している

その他

無回答

0 10 20 30 40 50 7060

2021年10月調査（26社） 2024年12月調査（57社）
（％）

57.7％
49.1％

19.2％
31.6％

46.2％
26.3％

15.4％
19.3％

0.0％
5.3％
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■事業継続計画（BCP）、事業継続力強化計画（ジギョケイ）の各種相談について

　※BCP やジギョケイの作成、作成後の社員への周知・展開、見直し等の各種相談先

・徳島県中小企業団体中央会　組織支援課� 電話番号：088−654−4431

・独立行政法人中小企業基盤整備機構　企業支援部支援推進課� 電話番号：087−823−3220

6 ．各種問い合わせ先6．各種問い合わせ先
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南海トラフ巨大地震による震度分布図

●東日本大震災（画像提供：東北地方整備局震災伝承館）

●「牟岐町、道路に押し上げられた漁船」
　（気象庁ホームページより）

南海トラフ巨大地震はいつ起こる？

今後30年以内の発生確率は、60％～90％程度以上！
過去に起きた
南海トラフの地震

多くの尊い命が失われ、甚大な被害をもたらした東日本大震災。本県においても、南海トラフ巨大地震の発生が懸念さ

れています。明日起こるかもしれない南海トラフ巨大地震に備えて、まずは地震や津波について知り、今からできる備え

を始めてください。日頃からの心構えが、あなたの命、家族の命を守ります。　　　　

　 南海トラフの地震は、 概ね100年から150年の周期をもって繰り返し発生

しており、 これまで徳島県に大きな被害をもたらしてきました。前回の昭

和南海地震が1946年（昭和21年）に発生しており、今世紀前半にも発生

する可能性があります。｢南海トラフ巨大地震｣は南海地震の震源域を含む

広い範囲で発生する最大クラスの地震・津波を想定したもので、 発生すれ

ば広範囲に及ぶ甚大な被害をもたらすことが考えられます。

南海トラフ巨大地震が発生したときに、想定される揺れの大きさは、震度

６強から震度７※で身動きがとれない揺れが長く続くと

考えられています。この非常に強い揺れによって、建物が倒壊したり、道路

や橋などの土木構造物が被害を受けたりします。さらに、そこに巨大な津

波が襲ってくるほか、火災の発生や液状化などの災害を同時に受ける

「複合災害」となることが想定されています。

※南海トラフ巨大地震モデル・被害想定手法検討会（内閣府）が想定する５つのケースのうちの最大

震度

昭和南海地震は1946年12月21日午前4時

19分頃に発生したマグニチュード8.0の地

震でした。徳島県内では死者数202人、全

壊家屋602戸、津波による流失413戸など

大きな被害をもたらしました｡この地震によ

る揺れは、沿岸部で震度5、内陸部で震度

４､余震は月内に有感55回､無感230回が

観測されています。

※令和７年１月１日時点

出典：南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ（内閣府）報告書説明資料※

　　 （令和７年３月31日公表）より

※令和７年３月に内閣府が公表した被害想定は、主として広域的

　な防災対策を検討するためのマクロの被害を想定したものです。

南海トラフ巨大地震はどんな地震？

揺れを感じたらまず身を守る行動をとりましょう。

頭を守り､机の下など

頑丈な場所に隠れる

ブロック塀など､倒れる

危険がある場所から離れる
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「徳島県津波浸水想定」は、発生頻度は極めて低いものの、想定される最大クラスの地震による津波を対象としています。

津波に対しては、「迅速な避難」が極めて重要です。県民の皆様には「迅速な避難」につなげるため、避難場所や避難経路の

確認、避難訓練の頻回実施をお願いします。

令和７年３月に内閣府が公表した被害想定を踏まえて、最新の地形

データなどを反映した、より詳細な『津波浸水想定』を公表しました。

●最大クラスの津波が悪条件下※において発

生した場合に想定される浸水の区域（浸水

域）と水深（浸水深）です。

●過去の津波や今後発生が想定される津波

から設定したもので、これよりも大きな津

波が発生する可能性がないというものでは

ありません。

●浸水域や浸水深は、津波の第１波ではなく

第２波以降に最大となる場所もあります。

●浸水域や浸水深は、地面の凹凸や建築物等

の影響等により、浸水域外でも浸水が発生

したり、局所的に浸水深がさらに大きくなっ

たりする場合があります。

※悪条件下（沿岸構造物の耐震評価がない場合の条件）

○護岸・防波堤（コンクリート構造物）

　➡揺れ・液状化により地震発生と同時に破

　壊する。

○堤防（盛土構造物）

　➡揺れ・液状化により地震発生と同時に高

　さが地震前の25%に沈下する。

　➡津波が堤防を乗り越えたら高さを0%に

　する。

●津波到達時間(+1m)

　堤防より陸側において、標高

の低いところでは浸水被害が

発生する恐れのある水位変

化が生じるまでの時間

●津波影響開始時間(±20cm)

　海辺にいる人々の人命に影響

が出る恐れのある水位変化が

生じるまでの時間

（注)図中（－20cm）表示がある地点

は、＋20cmよりも－20cmの水

位変化が先に生じる地点を示す。

※津波水位は地殻変動量を考慮した値

※沿岸構造物は耐震性を考慮　

詳しくは安心とくしま（県HP）をご確認ください。

https://www.pref.tokushima.lg.jp/anshin/kinkyu/saigai-info/7247695/

～20.0

20.0～10.0

10.0～5.0

5.0～3.0

3.0～1.0

1.0～0.5

0.5～0.3

0.3～

浸水深（m）
津波の到達予想時間について

「徳島県津波浸水想定」について
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津波を知ろう！ 海の底で大きな地震が発生すると、

海底が上下に変動し、その動きが海水に伝わり津波が発生します。

津波からはとにかく避難！ 津波から身を守るためには、避難が第一です。

避難行動がとれるよう以下のことに注意しましょう。

●海岸に近づくほど急激に高くなります。

●津波の伝播速度は非常に速く、見てから逃げるので

は間に合いません。

●津波は「引き」から始まるとは限りません。“潮が引

いたら逃げればよい” というのは大きな間違いです。

●津波の力は非常に強く、高さ20～30cm程度の津

波であっても速い流れに巻き込まれるおそれがあり

ます。

●沿岸の地形の影響などにより、局所的に高くなるこ

とがあります。

●津波は繰り返し襲ってきます。後から来る津波の方

が高くなることもあります。

●広い範囲の沿岸に津波が到達し、津波が半日や１日

以上継続することもあります。

気象庁は、津波による災害の発生が予想される場合には、地震発生後約３分を目標に、大津波警報、津波警報または津波注意報を発表します。

津波警報・注意報を発表する場合には、予想される津波の「最大波の高さ」と最も早い津波の第一波の「到達予想時刻」の情報を発表します。

▶海岸で地震の揺れを感じたら「津波警報・注意報」を待たずに

▶地震の揺れを感じなくても「津波警報・注意報」が発表されたら

▶周囲の方にも声をかけて一緒に避難

▶安全が確認（避難指示が解除）されるまでは、避難場所から帰らない

津波避難のタイミング

避難する（した）際の留意事項

直ちに避難！

「津波警報・注意報」とは？

●M８を超える巨大地震の場合、正確

な地震の規模をすぐに把握できない

ため、最大の津波想定等をもとに、津

波警報・注意報を発表します。

●最初に発表される大津波警報や津波

警報は予想される津波の高さを「巨

大」や「高い」という言葉で発表して非

常事態であることを伝えます。その後、

正確な地震の規模が把握でき次第、

津波警報・注意報を更新し、予想され

る津波の高さも数値で発表します。　

●予想される津波の高

さを「１ｍ･３ｍ･５ｍ

･10ｍ･10ｍ超」の

５段階で発表します。

●例えば、３~５ｍの津

波が予想された場合

は、「大津波警報」が

発表され、「予想され

る津波の高さは５ｍ」

と発表されます。津波警報・注意報

M８を超える巨大地震の場合 正確な地震の規模がわかった場合

津波高３m 津波高２m 津波高１m

●津波の速さと高さ
　津波の速さは水深によって決まります。沖合の深いところ

では速く、浅いところでは遅くなります。津波の高さは、浅

くなるにしたがって高くなります。　

津波被害が多い三陸（東北）地方で「津波起きたら

命てんでんこだ」と伝えられてきました。これは「津

波が起きたら家族が一緒にいなくても気にせず、て

んでばらばらに高所に逃げ、まずは自分の命を守

れ」という意味です。この教えは東日本大震災でも

活かされ、岩手県釡石市では、小中学生がためらわ

宍喰津波避難タワー（海陽町宍喰）

「津波てんでんこ」とは？

ずに高台へ避難したことで大切な

命が助かりました。（釡石の奇跡）

この教訓に基づき、まずは命を守

る行動を取りましょう。

【津波避難ビル】

「津波に対しての安全な避難場所

（津波避難ビル）｣の情報を表示。

【津波避難場所】

「津波に対しての安全な避難場所

（高台）」の情報を表示。

【津波注意】

地震が起きた場合、津波が来襲す

る危険のある地域を表示。 

津波に関する統一標識
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住まいの地震対策は大丈夫？
平成12年5月以前に建築された木造住宅は、これまで、地震による強い揺れで多く倒壊しています。特に、昭和56年5月以前に建築された木造住宅は、耐震性能

を満たしていないおそれがあるため、倒壊する危険性が高まります。また､強い揺れによって家具が転倒・落下して下敷きになったり、出入り口がふさがれて逃げ

遅れてしまうことも考えられます。命を守るためには、事前の対策が重要ですので、行政の支援制度を積極的に活用して、住まいの地震対策を行いましょう。

「地震保険」に加入していますか？ ●住宅再建にはこんなに費用がかかります

●災害時に最新の情報を入手して命を守ろう。

地震保険は「地震保険に関する法律」に基づいて、政府と損害保険会社が共同で運営する官民共同の保険

です。災害後の生活を守る経済的備えとして地震保険に加入しましょう。

地震保険の補償の対象となるもの※建物と家財はそれぞれで加入が必要です。

● 地震による直接的な住宅の損害

● 地震による火災や津波などで住宅や家財が受けた損害

地震保険の加入に関す

るご相談は、お近くの

損害保険代理店また

は損害保険会社まで。

これだけでなく、

●家財

●引越し費用

など、住宅・生活の再建には

他にもお金がかかります。

｢木造住宅耐震化支援制度｣の詳細はこちら

徳島県住宅課　問い合わせ先：088-621-2598

制度を利用するためには、一定の条件を満たす必要

があり、市町村により内容が異なります。

「家具固定」の詳細はこちら
「地震による家具の転倒を防ぐには

ｰあなたが守るｰ家族の安全」

（総務省消防庁ホームページ）

出典：内閣府HP防災情報のページ

※数字は東日本大震災の一例です。

発行　徳島県危機管理部防災対策推進課　電話088-621-2710 

｢防災・減災マップ」から確認してください。住んでい

る地域の｢ハザードマップ｣についても確認しましょう。

※津波や豪雨など災害の種類

によって避難場所が異なり

ます。

県HP：防災・減災マップ
（総合地図提供システム）

避難場所を確認しよう

いざ発災時に備えて、日頃から避難訓練を行い、

周辺の避難経路・避難場所・危険箇所を確認す

るとともに、高齢者など要配慮者の支援体制な

どについて話し合っておくことが重要です。

地域や職場で避難訓練をしよう

●家族との連絡方法

「SNS」や「災害用伝言サービス」など、家族が離れ

離れになった場合の連絡方法を決めておきましょう。

●避難場所・避難経路・避難方法

自宅だけではなく、職場など、よくいる場所の避難

場所や避難経路、避難方法を確認しておきましょう。

●役割分担

ブレーカーを落とす人、ガスコンロの火を消す人、ドアをあける人、お年寄

りや子どもを守る人、非常用持ち出し品を管理する人などを決めておきま

しょう。

●非常用持ち出し品の準備

いつでも持ち出せるように、非常用持ち出し品を準備して、置き場所を決

めておきましょう。

●住宅の危険箇所

自分の住んでいる家の中や外で、どこが安全か、また危険なところがない

かを確認しておきましょう。

家族で話そう「防災のこと」

電気やガス、水道などのライフラインが止まった場合に備えて、普段から

飲料水や保存の効く食料など最低３日分（できれば１週間分）の備蓄

をしておきましょう。できるだけ普段の生活の中で利用している食品等

を消費しながら備える｢ローリングストック｣がおすすめです。

※飲料水とは別に、トイレを流したりするための生活用水も必要です。日頃か

ら、水道水を入れたポリタンクを用意する、お風呂の水をいつも張っておく

などの備えをしておきましょう。 

・飲料水：１人１日３リットルが目安

・非常食：ご飯（アルファ米など）、ビスケット、板チョ

　　　　コ、乾パンなど

・日用品：トイレットペーパー、ティッシュペーパー､

　　　   携帯トイレ、マッチ、ろうそく、カセットコン

　　　   ロ、季節に応じた衣類など

食料や飲料水、日用品の備蓄をしよう

避難について考え､備えよう!

“強い揺れ”への対策を！

地震が起きてから､どこに避難するかを考えても間に合いません｡日頃から

家族や地域､職場などで自助･共助の取組を話し合っておくことが重要です｡

避難は徒歩が原則（車は渋滞が発生）です。避難場所

までの道を、季節や時間帯を変えて歩いてみましょ

う。実際に歩いて、地震発生時に倒れるおそれのある

電柱やブロック塀などを確認しましょう。また発災時

には、液状化や強い揺れによる家屋の倒壊・道路

の損傷により通行できなくなることも想定されるので、複数の避難

経路を考えておく必要があります。

避難経路を歩いてみよう

※QRコードは株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

各種SNSでも防災情報を発信中！
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本件に関する問合せ先

一般社団法人　徳島経済同友会　事務局
〒770－0911
徳島県徳島市東船場町２丁目 21-2　阿波銀住友生命ビル４F
TEL：088－625－8393　FAX：088－655－6344
メールアドレス：tokukeid@stannet.ne.jp
ホームページ：https://t-doyukai.jp/




